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標準化とは？
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(出典) 経済産業省 基準認証政策課: 標準化を活用した事業戦略のススメ (2020)
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１．標準化とは

z 標準化とは、一定のメンバーの合意を得て規格(技術仕様書)を制定し、当該規格を普
及する行為。(※)

z 本資料では、ISO/IEC(国際規格)、JIS(国家規格)を中心に標準化を説明する。

①バラバラの仕様の
製品があると普及しにくい

②国内外で議論し
規格を制定

ISO/IEC JIS
国際規格 国家規格

④相乗効果を生み出し
市場自体が拡大

③規格を普及させて
規格利用者を増やす

標準化前 規格制定 規格普及 標準化後
＜標準化＞

※本資料における「標準化」の定義は、JIS Z 8002:2006に記載のとおり、規格を作成し、発行するだけでなく、実装する過程を含んでいる。



+製品・サービスの標準化による 
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短所長所
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２．製品・サービスの標準化による長所・短所

z 標準化は、同一規格の財・サービスを普及させることで相乗効果を生み出し、市場拡大
等の長所がある。

z 他方、他社の参入が容易になり競争性が高まるなどの短所の面もあるため、何をどのよう
に標準化するのかについて戦略を検討する必要がある。

9 市場創造・拡大
・標準化によって、一定の水準の製品・サービスを提供する事
業者が増え、当該市場が拡大する可能性がある。

9 市場の安定
・標準化によって、粗悪品や類似商品の排除、製品・サービス
の質の保証が実現される可能性がある。

9 競争領域の限定
・標準化された領域では差別化が難しくなるため、非標準領域
にリソースを重点配分できる可能性がある。(※)

9 参入障壁の低下
・標準化された領域は技術がオープン化されるため、他社の参
入が容易になる可能性がある。

9 価格の低下
・標準化された領域では競争が激化するため、価格が低下す
る可能性がある。

9 非標準製品・サービスの排除
・標準化された領域では、標準に外れた製品・サービスの提供
が困難になる可能性がある。

※製品・サービスの品質の測り方が標準化される場合は、測り方は差別化が難しくなるが、
測られる対象となる品質において差別化が可能となる。

(出典) 経済産業省 基準認証政策課: 標準化を活用した事業戦略のススメ (2020)
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■デジュール (de jure) 規格 
■公的な機関で定める標準。 
■例: ISO, IEC, JISなど。 

■デファクト (de facto) 規格 
■市場競争の結果決まる事実上の標準 
■例: パソコンのOSなど 

■フォーラム規格, コンソーシアム規格 
■デジュール規格とデファクト規格の中間的存在 
■例: パソコンのOSなど

デジュール規格とデファクト規格
5

(出典) 和泉 章: 標準化(スタンダード)のすべて, 経済産業調査会 (2009)  
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規格(標準)の階層
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(出典) 日本規格協会(JSA): 標準化教育プログラム 個別技術分野編 機械分野 (2008) 
https://www.jsa.or.jp/datas/media/10000/md_2546.pdf 
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■任意規格 
■認められた標準化機関が、反復的又は継続的に
もちいるために承認した技術仕様で、守ること
を義務付けられていない規格。 

■強制規格(法規) 
■国の立法手続きによりつくられた法律に基づい
て、生産活動や人間の行動が管理される根拠を
与えるもので、守ることが義務付けられている
規格。

任意規格と強制規格
7

(出典) 日本規格協会(JSA): 標準化教育プログラム 個別技術分野編 機械分野 (2008) 
https://www.jsa.or.jp/datas/media/10000/md_2546.pdf  

 

法令でJIS準拠を義務づけることも多い。
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規格(標準)と法規の関係
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(出典) 日本規格協会(JSA): 標準化教育プログラム 個別技術分野編 機械分野 (2008) 
https://www.jsa.or.jp/datas/media/10000/md_2546.pdf  
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強制法規への規格の引用
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(出典) 日本規格協会(JSA): 標準化教育プログラム 共通知識編, 第5章 日本の標準化政策 (2007) 
https://www.jsa.or.jp/datas/media/10000/md_2420.pdf



+
国際規格との整合性(の未成熟性)
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(出典) 消費者委員会 電力託送料金に関する調査会: 電力託送料金に関する調査会報告書 (2016)



+規格と法令体系のギャップ 
(接地用語の事例)

11

(出典) 安田・関岡・本山: 規格・法規にみる接地用語の定義と用例, 電気学会高電圧研究会, HV-10-072 (2010)

法令系と規格系で
用語(概念)が 

異なる例も多い
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日本工業規格から日本産業規格へ
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z 国際標準の範囲に合わせ、JISの対象（JISマーク認証を含む。）にデータ、サービス分野を
加える。それに伴い、「日本工業規格」を「日本産業規格」に、法律名を「産業標準化法」に
改める。

� ISO 1501
（ミニチュアスクリューねじ）

� ISO 1585 
（路上走行車:エンジン試験規約）

� ISO 7173
（家具-いす及びスツール 強度及び耐久性）

� IEC 60086-1
（乾電池の寸法、試験方法等） 等

� ISO 9001
（品質マネジメントシステム）

� ISO 14001
（環境マネジメントシステム）

� ISO 26000
（組織の社会的責任）

� ISO 37001
（贈収賄防止マネジメントシステム） 等

� ISO 29990
（学習サービス）

� ISO 13009
（観光及び関連サービス） 等

現
行
の
Ｊ
Ｉ
Ｓ
の
範
囲

現
行
Ｊ
Ｉ
Ｓ
は
、

鉱
工
業
分
野
の
み
を
対
象

（19世紀後半～）

（1970年代後半～）

（2000年代～）

鉱工業分野

経営管理分野

サービス分野

現在の工業標準化法

※これに伴い主務大臣は、サービス業等の所管大臣まで拡大 6

改
正
後
の
Ｊ
Ｉ
Ｓ
の
範
囲

鉱
工
業
分
野
に
デ
ー
タ
、
サ
ー
ビ
ス
分
野
を
加
え
る

（
経
営
管
理
を
含
む
）

改正の方向性

国
際
標
準
の
範
囲
（ISO

/IEC

） ＜想定例＞
データ:

サービス:

スマート工場向けの
ビックデータの仕様
小口保冷配送サービス
の内容

２．改正のポイント①JISの対象拡大・名称変更

※英語名称「JIS(Japanese Industrial Standards)」は継続。

(出典) 経済産業省: 工業標準化法(JIS法)の改正概要について (2018)
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日本工業規格から日本産業規格へ
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日本規格協会の
「中の人」も 
たびたび強調 
(せざるを得ない)
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（法律の目的） 
■ 第一条　この法律は、適正かつ合理的な産業標準の制定 
及び普及により産業標準化を促進すること並びに国際標準の
制定への協力により国際標準化を促進することによつて、鉱
工業品等の品質の改善、生産能率の増進その他生産等の合理
化、取引の単純公正化及び使用又は消費の合理化を図り、あ
わせて公共の福祉の増進に寄与することを目的とする。 

（定義） 
■ 第二条　この法律において「産業標準化」とは、次に掲げる
事項を全国的に統一し、又は単純化することをいい、「産業
標準」とは、産業標準化のための基準をいう。 
　一　鉱工業品(略)の種類、型式、形状、寸法、構造、 
　　装備、品質、等級、成分、性能、耐久度又は安全度  
　(以下略)

産業標準化法
14

(出典) 日本国: 産業標準化法, 昭和二十四年法律第百八十五号 (平成三十年法律第三十三号による改正)
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■ 第三条　経済産業省に日本産業標準調査会（以下 
「調査会」という。）を置く。 

■ 第十一条　主務大臣は、産業標準を制定しようとするとき
は、あらかじめ調査会の議決を経なければならない。 

■ 第十三条　調査会は、主務省令で定める公正な手続に従い、
産業標準の案を審議し、その結果を主務大臣に答申しなけれ
ばならない。 

■ 第十四条　認定産業標準作成機関は、主務省令の定めるとこ
ろにより、案を添えて産業標準を制定すべきことを主務大臣
に申し出ることができる。 

■ 第二十二条　産業標準の案を作成しようとする者は、主務大
臣の認定を受けることができる。

産業標準化法
15

(出典) 日本国: 産業標準化法, 昭和二十四年法律第百八十五号 (平成三十年法律第三十三号による改正)



+
JIS制定の迅速化
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z 第四次産業革命に伴うイノベーションに対応するため、標準化の専門知識及び能力を有する
民間機関からのJIS案について、調査会の審議を経ずに迅速に制定するスキームを追加する。

現在の工業標準化法
一定の要件を満たす民間機関からのJIS案は
調査会の審議を経ずに迅速に大臣が制定

改正の方向性

現
行
ス
キ
ー
ム

追
加
ス
キ
ー
ム

現行JISは、大臣制定前に日本工業標準調
査会の審議を経る必要がある

※JIS案の申出を受けてからすぐに制定することが可能になる
8

JIS案関係団体等
JIS案作成

JIS案の審議

官
報
公
示

日本工業標準調査会※２
（JISC）主務大臣

※１

制定

※２ 生産者・使用者・消費者などの全ての利害関係者で構成。
工業標準化法第３条に基づき、JISC事務局は経済産業省。

総会
部会

専門委員会

主務大臣
※１

会⾧: 友野宏 新日鐵住金(株)
相談役

※１ 現行法:総務省、文科省、厚労省、農水省、経産省、国交省、環境省
改正法:内閣府、総務省、文科省、厚労省、農水省、経産省、国交省、環境省

申出

認定機関
JIS案作成

申出

付議 答申

審議会への付議は不要

２．改正のポイント②JIS制定の民間主導による迅速化

(出典) 経済産業省: 工業標準化法(JIS法)の改正概要について (2018)
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認定産業標準作成機関

17

(出典) 経済産業省: ウェブサイト「認定産業標準作成機関」 (2020.12.22) 
https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/jisho/ninteikikan.html
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■国際標準化機構  
(ISO: International Organization for standardization) 
■ 対象範囲: 電気・電子・通信分野の除く全ての範囲 
■ 本部: ジュネーブ、設立: 1947年  

■国際電気電子標準会議 
(IEC: International Electrotechnical Commission) 
■ 対象範囲: 電気(原子力含む)・電子分野 
■ 本部: ジュネーブ, 設立: 1906年 

■国際電気通信連合 
(ITU: International Telecommunication Union) 
■ 対象範囲: 電気通信・放送分野 
■ 本部: ジュネーブ, 設立: 1932年

ISOとIEC, ITU
19

ISOよりも 
歴史が長い！
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IEC特有の略語
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■ 組織に関する略語 
■ TC (Technical Committee) 専門委員会 
■ WG (Working Group) 作業グループ 
■ JWG (Joint Working Group) 合同作業グループ 
■ PT (Project Team) プロジェクトチーム(作業部会) 
■ MT (Maintenance Team) メンテナンスチーム(改訂部会) 

■ 公開文書に関する略語 
■ IS (International Standard): 国際規格 
■ TS (Technical Summary): 技術仕様書 
■ TR (Technical Report): 技術報告書 

■ 作業に関する略語 
■ NP (New Proposal) 新業務項目提案 
■ WD (Work Draft) 作業原案 
■ CD (Committee Draft) 委員会原案 
■ CDV (Committee Draft for Vote) 国際規格原案 
■ FDIS (Final Draft for Intern’l Standard) 最終国際規格案

■ JIS化に関する略語 
■ IDT (Identified):  
国際規格に対して一致 

■ MOD (Modified):  
国際規格から修正 

■ NEQ (Not Equal):  
国際規格と同等でない 
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ISO・IECへの国内対応体制
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(出典) 経済産業省基準認証政策課: ISO/IECに関する国内対応体制について,  
知的財産戦略本部知的創造サイクル専門調査会 第7回参考資料1 (2006)

若干古い
データであること

に留意



+ 経済産業省組織図 22

経済産業省
(7,984) <特殊法人>

<審議会等> （地方支分部局） 株式会社日本貿易保険

産業構造審議会 日本アルコール産業株式会社
消費経済審議会 大臣 株式会社商工組合中央金庫
日本産業標準調査会 副大臣 <独立行政法人・国立研究開発法人>
計量行政審議会 副大臣 経済産業研究所
中央鉱山保安協議会 大臣政務官 　北海道、東北、関東、 　北海道、関東東北、 工業所有権情報・研修館
電力・ガス取引監視等委員会 電力・ガス取引監視 大臣政務官 　中部、近畿、中国、 　中部近畿、中国四国、 産業技術総合研究所
輸出入取引審議会 等委員会事務局 事務次官 　四国、九州 　九州、 製品評価技術基盤機構
国立研究開発法人審議会 経済産業審議官 　那覇産業保安監督事務所 新ｴﾈﾙｷﾞｰ・産業技術総合開発機構
化学物質審議会 事務局長 （施設等機関） 日本貿易振興機構
総合資源エネルギー調査会 経済産業研修所 情報処理推進機構
調達価格等算定委員会 総務課 石油天然ガス・金属鉱物資源機構
工業所有権審議会 取引監視課 中小企業基盤整備機構
中小企業政策審議会 ネットワーク事業監視課

大臣官房 経済産業政策局 通商政策局 貿易経済協力局 産業技術環境局 製造産業局 商務情報政策局 資源エネルギー庁 特許庁 中小企業庁

官房長 局長 局長 局長 局長 局長 局長 長官 長官 長官
総括審議官 次長 特許技監 次長
政策立案総括審議官 総務課 総務課 総務課 総務課 総務課 総務課
公文書監理官 調査課 国際経済課 貿易振興課 技術振興・大学連携推進課 金属課 情報経済課 長官官房 総務部 長官官房
サイバーセキュリティ・情報化審議官 産業構造課 経済連携課 通商金融課 研究開発課 化学物質管理課 サイバーセキュリティ課

地域経済産業審議官 産業組織課 米州課 技術・人材協力課 基準認証政策課 素材産業課 情報技術利用促進課 総務課 部長 総務課
技術総括・保安審議官 産業創造課 欧州課 投資促進課 国際標準課 生活製品課 情報産業課 国際課 秘書課
商務・サービス審議官 産業資金課 中東アフリカ課 国際電気標準課 産業機械課 コンテンツ産業課 総務課 事業環境部
原子力事故災害対処審議官 産業人材課 アジア大洋州課 貿易管理部 環境政策課 自動車課 省エネルギー・ 会計課
審議官 企業行動課 北東アジア課 資源循環経済課 航空機武器宇宙産業課 商務・サービスグループ 新エネルギー部 企画調査課 部長
参事官 部長 普及支援課 企画課

通商機構部 貿易管理課 消費・流通政策課 部長 国際政策課 金融課
秘書課 貿易審査課 商取引監督課 政策課 国際協力課 財務課
総務課 部長 安全保障貿易管理政策課 サービス政策課 新エネルギーシステム課 取引課
会計課 地域経済産業政策課 参事官 安全保障貿易管理課 　 クールジャパン政策課 省エネルギー課 審査業務部
業務改革課 地域企業高度化推進課 安全保障貿易審査課 ヘルスケア産業課 新エネルギー課 経営支援部

地域産業基盤整備課 生物化学産業課 部長

資源・燃料部 審査業務課 部長
　 産業保安グループ 出願課 経営支援課

部長 商標課 小規模企業振興課
保安課 政策課 審査長 創業・新事業促進課
電力安全課 石油・天然ガス課 技術・経営革新課

調査統計グループ 鉱山・火薬類監理官 石油精製備蓄課 審査第一部 商業課
参事官   調査統計部門 製品安全課 石油流通課

石炭課 部長
鉱物資源課 調整課

意匠課
電力・ガス事業部 審査長

部長 審査第二部
政策課 審査第四部
電力基盤整備課 部長
原子力政策課 審査長 部長

審査長
審査第三部

放射性廃棄物対策課 審判部
部長
審査長 部長

審判課
審判長

原子力立地・
核燃料サイクル産業課

経済産業省　組織図（2021年度）

経済産業局 産業保安監督部等

地域経済
産業グループ

福島復興推進グループ

経済産業省
(7,984) <特殊法人>

<審議会等> （地方支分部局） 株式会社日本貿易保険

産業構造審議会 日本アルコール産業株式会社
消費経済審議会 大臣 株式会社商工組合中央金庫
日本産業標準調査会 副大臣 <独立行政法人・国立研究開発法人>
計量行政審議会 副大臣 経済産業研究所
中央鉱山保安協議会 大臣政務官 　北海道、東北、関東、 　北海道、関東東北、 工業所有権情報・研修館
電力・ガス取引監視等委員会 電力・ガス取引監視 大臣政務官 　中部、近畿、中国、 　中部近畿、中国四国、 産業技術総合研究所
輸出入取引審議会 等委員会事務局 事務次官 　四国、九州 　九州、 製品評価技術基盤機構
国立研究開発法人審議会 経済産業審議官 　那覇産業保安監督事務所 新ｴﾈﾙｷﾞｰ・産業技術総合開発機構
化学物質審議会 事務局長 （施設等機関） 日本貿易振興機構
総合資源エネルギー調査会 経済産業研修所 情報処理推進機構
調達価格等算定委員会 総務課 石油天然ガス・金属鉱物資源機構
工業所有権審議会 取引監視課 中小企業基盤整備機構
中小企業政策審議会 ネットワーク事業監視課

大臣官房 経済産業政策局 通商政策局 貿易経済協力局 産業技術環境局 製造産業局 商務情報政策局 資源エネルギー庁 特許庁 中小企業庁

官房長 局長 局長 局長 局長 局長 局長 長官 長官 長官
総括審議官 次長 特許技監 次長
政策立案総括審議官 総務課 総務課 総務課 総務課 総務課 総務課
公文書監理官 調査課 国際経済課 貿易振興課 技術振興・大学連携推進課 金属課 情報経済課 長官官房 総務部 長官官房
サイバーセキュリティ・情報化審議官 産業構造課 経済連携課 通商金融課 研究開発課 化学物質管理課 サイバーセキュリティ課

地域経済産業審議官 産業組織課 米州課 技術・人材協力課 基準認証政策課 素材産業課 情報技術利用促進課 総務課 部長 総務課
技術総括・保安審議官 産業創造課 欧州課 投資促進課 国際標準課 生活製品課 情報産業課 国際課 秘書課
商務・サービス審議官 産業資金課 中東アフリカ課 国際電気標準課 産業機械課 コンテンツ産業課 総務課 事業環境部
原子力事故災害対処審議官 産業人材課 アジア大洋州課 貿易管理部 環境政策課 自動車課 省エネルギー・ 会計課
審議官 企業行動課 北東アジア課 資源循環経済課 航空機武器宇宙産業課 商務・サービスグループ 新エネルギー部 企画調査課 部長
参事官 部長 普及支援課 企画課

通商機構部 貿易管理課 消費・流通政策課 部長 国際政策課 金融課
秘書課 貿易審査課 商取引監督課 政策課 国際協力課 財務課
総務課 部長 安全保障貿易管理政策課 サービス政策課 新エネルギーシステム課 取引課
会計課 地域経済産業政策課 参事官 安全保障貿易管理課 　 クールジャパン政策課 省エネルギー課 審査業務部
業務改革課 地域企業高度化推進課 安全保障貿易審査課 ヘルスケア産業課 新エネルギー課 経営支援部

地域産業基盤整備課 生物化学産業課 部長

資源・燃料部 審査業務課 部長
　 産業保安グループ 出願課 経営支援課

部長 商標課 小規模企業振興課
保安課 政策課 審査長 創業・新事業促進課
電力安全課 石油・天然ガス課 技術・経営革新課

調査統計グループ 鉱山・火薬類監理官 石油精製備蓄課 審査第一部 商業課
参事官   調査統計部門 製品安全課 石油流通課

石炭課 部長
鉱物資源課 調整課

意匠課
電力・ガス事業部 審査長

部長 審査第二部
政策課 審査第四部
電力基盤整備課 部長
原子力政策課 審査長 部長

審査長
審査第三部

放射性廃棄物対策課 審判部
部長
審査長 部長

審判課
審判長

原子力立地・
核燃料サイクル産業課

経済産業省　組織図（2021年度）

経済産業局 産業保安監督部等

地域経済
産業グループ

福島復興推進グループ

(出典) https://www.meti.go.jp/intro/pdf/a_soshikizu.pdf
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ISO・IECへの国内対応体制
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(出典) 経済産業省基準認証政策課: ISO/IECに関する国内対応体制について,  
知的財産戦略本部知的創造サイクル専門調査会 第7回参考資料1 (2006)

若干古い
データであること

に留意



+IECの主なTCと日本国内審議団体 24

番号 名称 国内審議団体名
TC 1 用語 日本規格協会
TC 2 回転機 電気学会
TC 3 ドキュメンテーション、図記号及び技術情報の表現 日本規格協会
TC 4 水車 電気学会
TC 5 蒸気タービン 電気学会
TC 7 架空電気導体 日本電線工業会
TC 8 電力供給に関わるシステムアスペクト

電気学会SC 8A 再生可能エネルギー発電の系統連系
SC 8B 分散電源系統
SC 8C 電力ネットワークの運用・管理
TC 9 鉄道用電気設備とシステム 鉄道総合技術研究所
: 電気学会

TC 81 雷保護 電気設備学会
TC 82 太陽光発電システム 日本電機工業会
：

TC 88 風力発電システム 日本電機工業会
:

TC 105 燃料電池技術 日本電機工業会
:

TC 120 電気エネルギー貯蔵システム 電気学会
：

TC 122 UHV交流送電システム 電気学会



+TC88の作業部会と対応JIS 25

番号 名称 IEC 対応JIS
MT1 設計要件 IEC 61400-1 Ed.4.0 審議中
MT2 小形風車の設計要件 IEC 61400-2 Ed.3.0 JIS C 1400-2:2020
WG3 洋上風車の設計要件 IEC 61400-3-1 Ed.1.0 審議中
MT3-2 浮体式洋上風車の設計要件 IEC/TS 61400-3-2 Ed.1.0 審議中
JWG1 風車のギヤボックスの設計要件 IEC 61400-4 Ed.1.0 ‒‒‒
PT5 風車翼の設計要件 IEC 61400-5 Ed.1.0 ‒‒‒
PT6 風車のタワー及び基礎の設計要件 IEC 61400-6 Ed.1.0 審議中
PT7 風車用パワーコンバータの安全要件 審議中 ‒‒‒
PT8 風車構造部材の設計要件 審議中 ‒‒‒
MT11 騒音測定方法 IEC 61400-1 am Ed.3.0 JIS C 1400-11:2017
MT12-1 発電用風車の性能試験方法 IEC 61400-12-1 Ed. 2.0 審議中

PT12-2 ナセル風速計による発電用風車の 
性能計測方法 IEC 61400-12-2 Ed. 1.0 審議中

PT12-4 発電用風車性能計測のための数値シミュレー
ションにもとづく風速推定法 IEC/TR61400-12-4 Ed1.0 ‒‒‒

MT13 機械的荷重の計測方法 IEC 61400-13 Ed. 1.0  ‒‒‒

WG14 風車の音響パワーレベル及び純音性 
評価値の表示 IEC/TS 61400-14 Ed. 1.0 ‒‒‒

MT15 風力発電所の風条件に関するサイト適合性 審議中 ‒‒‒
MT21 系統連系風車の電力品質特性の測定及び評価 IEC 61400-21 Ed. 2.0他 JIS C 1400-21:2005
MT22 適合性評価方法及び認証 IEC 61400-22 Ed. 1.0 JIS C 1400-22:2014
MT23 実翼構造試験 審議中
MT24 風車の雷保護 IEC 61400-24 Ed. 2.0 JIS C 1400-24:2021年予定
JWG25 風力発電所の監視制御用通信 IEC 61400-25-1 Ed. 2.0他 ‒‒‒
WG26 時間基準による風車の利用可能率 IEC/TS 61400-26-1 Ed.1.0他 ‒‒‒
WG27 電力系統解析用モデル IEC 61400-27-1 Ed. 2.0他 ‒‒‒

:



+
国際規格の制定手順
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(出典) 日本規格協会(JSA): 標準化教育プログラム 共通知識編, 第8章 国際規格の作り方 (2009) 
https://www.jsa.or.jp/datas/media/10000/md_2423.pdf

国際規格の作り方 7

国際規格(ISO/IEC規格）作成プロセス

STAGE1 新規業務項目提案

STAGE2 専門家のコンセンサス形成

STAGE3 TC/SCでのコンセンサス形成

STAGE4 ＤＩＳ投票

STAGE5 ＦＤＩＳ投票

STAGE6国際規格の出版

First CD

投票したＰメンバーの過半数
＆Ｐメンバー５カ国以上の参加

ＴＣ又はＳＣのＰメンバー
の２/３以上の賛成

全てのメンバー国に対する投票
Ｐメンバーの２/３以上の賛成＆
反対が投票総数の１/４以下

全てのメンバー国に対する投票
Ｐメンバーの２/３以上の賛成＆
反対が投票総数の１/４以下

DIS

FDIS５か月投票

２か月投票

36
ヶ
月
以
内

★

２ ISO/IEC国際規格（IS）の制定手順 ①

出所：2006年12月 経済産業省 日本規格協会

p7

◆解説

国際規格（ISO/IEC）作成手順の，全体図。

各ステージの詳細手順については，次ページ以降に表記。

◆参考資料

２００６年12月 経済産業省 日本規格協会

消費者の標準化参画入門セミナー

規格作成の仕組み －JISやISO規格はどうやってできるのか？－
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国際規格の制定手順
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国際規格の作り方 16

２ ISO/IEC国際規格（IS）の制定手順 ⑩

3 - 委員会段階(Committee stage)：委員会原案（CD）の審議

登録期限はNP提案承認から２４ヶ月以内

p.16

◆解説

第３段階として，委員会原案（CD）の作成を行う。委員会段階は，技術的内容についてコンセンサスに
達するよう，各国代表団体からのコメントを検討する主要な段階である。したがって，各国代表団体はCD
を慎重に検討し，この段階で，必要なすべてのコメントを提出しなければならない。第1次CDが回付可能
になり次第，回答の最終提出期限を明記して，検討のためにTC又はSCのすべてのPメンバー及びOメン
バーに回付しなければならない。第1次CDについては，各国代表団体がコメントするために，3か月の期
間を与えること。回答期限終了後，幹事国は4週間以内にコメント集を作成し，それをTC又はSCのすべ
てのPメンバー及びOメンバーに回付するように手配しなければならない。コメント集の作成に際して，幹
事国はTC又はSCの議長及び，必要であれば，プロジェクトリーダーと協議の上，プロジェクトの推進のた
めに次のいずれかの提案を行わなければならない。

(1) 次回の会議において，CD及びそれに対するコメントについて審議する。又は，

(2) 検討のため，改正CDを回付する。又は，

(3) 照会段階へ進めるため，CDを登録する

回付後2か月以内に2以上のPメンバーが幹事国提案のb)又はc)に反対した場合，CDは会議で審議さ
れなければならない。CDが会議で審議されても，そこで合意が得られない場合は，その会議での決定事
項を取り入れたさらに別のCDを，3か月以内に審議のために回付しなければならない。その原案及びそ
の後の版にコメントを述べるため，各国代表団体には3か月の期間が与えられなければならない。一連の
原案の審議は，TC又はSCのPメンバーのコンセンサスが得られるか，若しくはそのプロジェクトを取り止め
るか延期するかが決定されるまで継続しなければならない。TC又はSCでコンセンサスが得られた場合，
幹事国は，その原案の最終版を，照会用.1)として各国代表団体に配布できるような電子形式で，中央事
務局へ(SCの場合はTC幹事国にコピーを) 4か月以内に提出しなければならない。すべての技術的問題
が解決し，CDを照会原案として回付することが承認され，中央事務局によって登録された時点で，委員
会段階は終了する。技術的問題が適切な期限内に解決できない場合，TC及びSCは，国際規格の合意
を待つ間，技

術仕様書(TS)の形式で中間配布物を発行してもよい。

PT/MT/WGで
素案作成 

(24ヶ月以内)

各国国内委員会から
コメント修正 

(全部で100個以上修正要求
があることも…)

(出典) 日本規格協会(JSA): 標準化教育プログラム 共通知識編, 第8章 国際規格の作り方 (2009) 
https://www.jsa.or.jp/datas/media/10000/md_2423.pdf
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IEC/TC88/MT24 
Lightning Protection for wind turbine 
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(source) https://www.iec.ch/dyn/www/f?p=103:14:0::::FSP_ORG_ID,FSP_LANG_ID:2834,25



+

当日、スライドで投影します。

当日、スライドで投影します。

TC88 Plenary Meetingの風景
29

全体会合： 
かなりフォーマル 

みんな正装

懇親会もゴージャス 
大抵、歴史的名所で 
市長挨拶などもあり



+

当日、スライドで投影します。

当日、スライドで投影します。
当日、スライドで 
投影します。

IEC/TC88/MT24会議の風景
30

部会：かなりラフ 
服装もみんな 
テキトー

懇親会もラフ 
朝から晩まで 
合宿状態！



+要求事項、推奨事項の表現形式

（出典）JIS Z8301:2019「規格票の様式及び作成方法」, 表3, 4および7から抜粋してまとめ

意味の 
区分 表現形式 説明 国際規格で用いられている英語

表現（参考）

要求
…する。 
…(し)なければならない。 
…とする。 
…による。

　規格に適合するため
には厳格にこれによっ
ており、これから外れ
てはならないことを示
す。

shall

禁止 …(し)てはならない。 
…(し)ない。 shall not

外部の
制約

…に従わなければならない 
　とされている。 
…に従わなければならない 
　と定められている。 
…でなければならないとさ 
　れている。

　法規などに従うこと
になる旨を示す。

must 

 “shall” の代わりに “must” を 
用いない (規格の要求事項と 
外部の制約の混同を防ぐため)。

推奨
…することが望ましい。 
…するのがよい。 
…することを奨励する。

　このほかでもよい
が、これが特に適して
いることを示す。

should

緩い 
禁止

…望ましくない。 
…しないほうがよい。

　これが好ましくはな
いが、必ずしも禁止を
しないことを示す。

should not

31



+許容事項、可能性・能力事項 
の表現形式

（出典）JIS Z8301:2019「規格票の様式及び作成方法」, 表5および6から抜粋してまとめ

表現の 
区分 表現形式 説明

国際規格で用い
らている英語表
現 (参考)

許容
…(し)てもよい。 
…(し)てよい。 
…差し支えない。

　規格の立場に立って、これを 
許容していることを示す。 may

不必要
…する必要がない。 
…(し)なくてもよい。 
…(し)なくてよい。

　規格の立場に立って、これを 
必要としないことを示す。 may not

可能性 
・能力

…可能性がある。…場合がある。 
…ことがある。…可能である。 
…能力がある。

　規格の利用者に実現の余地があ
ること、又は規格の利用者が特定
のことを実現できる力をもってい
ることを示す。

can

不可能
…可能性がない。…場合がない。 
…ことがない。…不可能である。 
…能力がない。

　規格の利用者に実現の余地がな
いこと、又は規格の利用者が特定
のことを実現できる力をもってい
ないことを示す。

cannot
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+
IECの動向 
■ IEC/TS 61400-24:2002 
■ 国際規格でなく技術仕様書(要求事項でなく推奨事項) 
■ IEC 61400-24:2010 Ed.1.0 
■ LPL1の最大放電電荷は 300 C 
■ 日本の冬季雷は「注記」に短く記載 
■ IEC 61400-24:2019 Ed.2.0 
■ 「冬季雷」「600C」が本文に明記 
■ 雷リスクマネジメント(日本提案)が 
附属書K(参考)として採用 

■ IEC 61400-24:2024? Ed.3? 
■ 日本(および中国)がNP提案予定
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+
日本の風力耐雷の規格・法規制 
の経緯 

年 規格・法規 主な内容
2002年 IEC TS61400-24 この分野では初の技術仕様書 (TS)

2008年 NEDO日本型風力発電 
ガイドライン：落雷編

冬季雷対策として「雷対策重点地域」を指定。
600Cを明記。

2010年 IEC 61400-24 Ed.1.0 この分野では初の国際規格 (IS)

2014年6月 経産省事故WG中間報告 雷撃検出装置の設置、雷撃時の運転停止及び速やか
な点検実施、定期的な安全点検の確実な実施　など

2014年8月 JIS C 1400-24 Ed.1.0 附属書JA(規定)に600Cを明記

2015年2月 風技解釈改正 風車への雷撃の電荷量を600C以上と想定して設
計、風車雷撃時の非常停止装置等の施設、など

2015年6月 電気事業法改正 風力発電所の定期点検の義務化 (第55条)
2016年9月 電気関係報告規則改正 風力・太陽光発電所の事故報告対象拡大
2017年3月 風技解釈解説改正 雷撃検出装置、定期点検 など
2019年7月 IEC 61400-24 Ed.2.0 日本の「冬季雷」がIEC本文に
2021年?月 JIS C 1400-24 Ed.2.0 雷撃検出装置に関する日本独自附属書を追加
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事故があると規制が強化される 
規格と法令の二人三脚 (ただしタイムラグあり)



+
日本産業規格(JIS)の動向
■ JIS C 1400-24:2014 Ed.1.0 
■ 風車耐雷では初めての国内規格 
■ IEC 61400-24のMOD (一部修正)。 
■ 冬季雷に関する附属書(規程)JAを独自追加 
■ 最大放電電荷: 600 C 

■ JIS C 1400-24:2021 Ed.2.0【予定】 
■ IEC 61400-24:2019のMOD (一部修正)。 
■ 雷観測装置に関する附属書(規程)JAを独自追加 
■ 雷観測装置に関する詳細要求事項を同時に発行予定の 
日本電機工業会(JEMA)規格（民間規格）にて規定 

■ 日本(安田)がMT24コンビナーに就任  
■ 日本独自規格を次期国際規格にNP提出予定
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+
国際規格IEC 61400-24と 
国内規格JIS C 1400-24の関係

36

IEC

JIS

Ed.3? (2024?)Ed.1 (2010)

Ed.2 (2021予定)

翻訳 
(MOD)

翻訳 
(MOD)

Ed.1 (2014)

?

審
議
中

一部 
反映

NP提案 
(2021予定)

附属書JA 
(600C対応)

附属書JA 
(落雷検出装置)

Ed.2 (2019)



+
IEC 61400-24 における日本提案
■Ed.1.0 (2010) 
■ 日本特有の冬季雷についての本文記述を提案 
→ 英語の論文が少ないことを理由に不採用 

■ 冬季雷については、注記に短く記載のみ。 
■ 最大放電電荷: 300 C 

■Ed.2.0 (2019) 
■ 日本の研究者が協力して冬季雷の英語論文を多数発表。 
■ スペインの研究者が冬季雷は世界各国で観測されること
を論文で発表 

■ 冬季雷の記述が本文に採用  
■ 最大放電電荷: 600C が附属書D(規定)に明記
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+
国際規格における冬季雷の記載

38

(source) J. Montanya et al.: Global Distribution of Winter Lightning: a threat to wind turbines and aircraft, 
Natural Hazards and Earth System Science Discussions, doi:10.5194/nhess-2015-302 (2016) CC-BY 3.0 

素案審議中に最新知見の論文が公表 
→ 早速、規格附属書に引用

冬季雷はもはや日本ローカルの 
問題ではない、という国際認識

14 
 

 

 

 

 

 5 

 

 

 

 

 10 

 

 
Figure 3. Global distribution of winter lightning stroke density (strokes·km-2·year-1) for the period 2009-2013. 
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+
IEC 61400-24 における日本提案

■リスクマネジメント (附属書K) 
■ 2008年: 日本人研究者有志で学会発表 (第一著者: 安田) 
■ 2012年: 英文査読論文掲載 (同上) 
■ 2014～17年: 電気学会調査専門委員会 (委員長: 安田) 
■ 2016年: MT24にてIEC原案審議開始 
■ 2017年: 電気学会技術報告書 (学会での合意形成) 
■ (この間): 進捗状況や修正事項などを内外の学会で発表 

■ 2019年: IEC 61400-24 Ed.2.0に掲載 (国際合意形成) 
■ 2021年(予定): JIS C 1400-24 Ed.2.0に掲載予定
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萌芽的な学会発表 
から実に10年がかり



+
リスクマネジメントに基づく 
ブレード雷事故分類法 (日本提案)

事故レベル 小分類

レベル1 
極めて深刻な事故

(1a) ブレードの爆裂，落下
(1b) ブレード・ナセルの焼損，部品落下
(1c) ブレーキ制御ワイヤの溶断，スパーク
(1d) レセプタ等のブレード構成部品の落下

レベル2 
深刻な事故

(2a) ブレード接合部の剥離
(2b) ブレード先端部の亀裂   

レベル3 
中程度の事象

(3a) ブレード表面の損傷
(3b) レセプタの一部欠損

レベル4 
軽度の事象

(4a) レセプタの溶損
(4b) ブレード表面の黒こげ
(4c) その他の軽度な被害
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(参考) 電気学会技術報告:「雷性状を考慮した風力発電設備の耐雷技術」, No. 1335 (2015)

2017年 
学会の委員会で 

合意形成

IECでは、 
1→2→３→４ 

でなく、深刻な順に 
IV→III→II→I 

とナンバリングを 
修正



+まとめ
■規格の変化は早い 
■ 規格の変化をウォッチすべし 
■ ☞ でないと、技術リスク・法務リスク増大 

■ 他分野の規格動向もウォッチすべし 
■ ☞ でないと、ガラパゴス製品に陥りやすい 

■ 規格制定の議論に参画すべし 
■ ☞ でないと、情報入手や対応が３年遅れる　 
■ 「ものづくり」と同時に「しくみづくり」に関与することが必要  

■規格の変化は遅い 
■ IEC新規提案から制定まで３年、JIS化に更に３年かかる 
■ ☞ 「最新規格」は必ずしも最新技術ではない 

■ 科学的知見が蓄積していないものは合意形成しづらい 
■ ☞ 学術論文で「外堀を埋める」ことも必要 

■ 規格さえ遵守すればビジネスが成功するわけではない 
■ ☞ 現行規格を守るだけでなく、次期規格を先取りせよ

41

まさに 
「知財戦略」



+
おまけ

■安田 陽:  
理工系のための超頑張らないプレゼン入門,  
オーム社 (2018) 1,500円＋税 
■ 「理工系のための」というタイトルだが 
人文社会系の研究者にもマッチ。 

■ 英語プレゼンの方法論もあり。 
■ 懇親会やコーヒーブレークでの 
会話術もあり。 

■ 国際委員会の合意形成・交渉術や 
悲喜こもごものエピソードもあり。

42



+

ご清聴有り難うございました。 

yasuda@mem.iee.or.jp

国際規格制定の現場から 
～風力発電耐雷設計専門家会合の事例を中心に～ 

京都大学 
再生可能エネルギー 

経済学講座 
特別講演


